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環境経済学 は古 くて新 しい学問である。産業革命以降の丁業化の進展は,GNPに 代表 され る
名 目経済の大 きさや経済成 長を豊か さの指標 とし,政 府 ・国民 もそれを支持 してきた。1960年
代 よ り経済成長の負の面が明 らかにな り,環境問題が公害問題か らアメニテ ィ問題 ・地球環境問
題へ と次第に広 範囲にな るに従い,問 題解決のための経済学的処方箋が求め られて きた。 それ
は,環 境政策 のバ ックボー ンとなる経 済政策理論 を必要 とす るか らであ る。 しか しながら,ミ ク
ロ経済学は市場原理の解明 と役割を強調す るあま り,市場外に置かれ る環境問題に対 しては積極
的な関与を行 ってこなか った。一方で,環 境問題は更に複雑化 し,容 易に解決策 を見出 しがたい
状況 とな っている。環境経済学 とは端 的に言えば,環 境問題を経済学の視点よ り分析 し,解 決方
法を提示するこ とにある。本研究室では,ミ クロ経済学,公 共経済学,財 政学,計 量経済学な ど




近年,農 水省だけでな く,多 くの人が,農 業は生産 だけではな く,農 村社会や国民に対 して多
様な役割 を果た してい ると強調 している。 しか しなが ら,農 業の 多面的機能は経済的に どの程度
の価値を持 っているかを数量的に把握す ることは難 しい。経済学では外 部経済性 と呼ぽれ る。外
部経済を数量的に把握す る方法は,主 にヘ ドニック ・アプ ローチ法 とCVM(ContingentValua・
tionMethod)法が用い られ る。前者 は,地 価へ帰属す る外部性価値 の推定であ り,後 者は,特
定地域の被験者が想定す る外部性への支払 い意志額 の推定である。問題 としては,前 者は一般均
衡分析 と部 分均衡分析の間の評価の乖離が大 きい ことであ り,後 者は,支 払 い意志額を聞 き取 る
設計問題が ある。 また,両 者 ともに,関 数型推定上の問題 もあ り,多 面的価値(外 部経済性)の
推定は実証 分析 と して不十分である。適用例を増やす ことに よって,方 法論 上の改善を試みてい
る。
2.環 境保全型農業(あ るいは持続的農業)の あ り方 と政策手段
環境保全型農業の明確 な定義は まだない。時流 もあろ うが,安 全性への関心が高 まっているこ
とは事実であ る。SustainableAgriculturalDevelopmentは農業政策 のキー ワー ドとなったが,
一方において,国 際化 ・自由化の進展は効率化を要求 している。 日本農業の存続は,こ れ ら相矛
盾する時代要請を如何 に解 くかにある。 しか しなが ら,地 域に よっては,経 済効率性 を維持 しな
が ら環境保全型農業を推進 してい るところ もあ り,新 しい複合経営の展開,地 域内循環 システム
の構築 を進めている例 もある。それ が成 立す る条件は何かを,農 業諸制度 のあ り方を含め,現 地
調査等を行いながら明 らかに しようとして いる。
本研究室は,1995年に開設 された最 も新 しい研究室であ るため に,研 究体制が まだ十分 に整
一,てい るとは 言いがたい。体制が整 備 され るに従い,研 究テーマの拡張を図 る意 向である。農業
を中心 とす る環境 問題への アプロ 一ーチは,理 念ばか り先行 し,バ ック グラウン ドとな る理論,方
法が遅れている。本研究室の課題は このギ ャ ヅプを埋め ることにあると考えるのである。
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